
滋賀県企業庁経営戦略 骨子案
～信頼の水で、地域の未来を貢献します～
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第１章 策定の趣旨

SDGsの達成に貢献

※主なゴール

2

水道事業を取り巻く環境の変化

外部環境の変化

・人口減少や節水技術の普及による水需要の減少

・水源水質の変化

・自然災害の激甚化

内部環境の変化

・施設の老朽化による更新機会の増加

・技術職員の減少、ベテラン職員の退職による

技術力の低下

企業庁の使命である 安全な水の安定供給および
地域産業の健全な発展に貢献していくため、
将来にわたり、健全な経営を確保する
中長期的な視点に基づく経営の基本計画

計画期間 10年間（令和３年度～令和12年度）

「水道事業ビジョン」

◎厚生労働省
事業環境の変化を踏まえたうえで
将来の地域水道のあるべき姿を
具現化するための目標を示す計画

「経営戦略」

◎総務省
公営企業が、将来にわたって
安定的に事業を継続していくため
の中長期的な経営の基本計画

「滋賀県水道ビジョン」
◎滋賀県健康医療福祉部

滋賀県の水道行政の目指すべき
方向性や取るべき方策を広域的

に示す構想

滋賀県企業庁経営戦略

整合



第２章 事業の概要、現状評価と課題
・現状評価と課題

１．水道用水供給事業
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成果（主な取り組み）

安心 水道ＧＬＰの取得による水質検査技術の向上
水安全計画の策定
かび臭の常時監視体制の構築
活性炭処理施設の導入（吉川・水口）
追塩設備導入による残留塩素濃度の解消

安定 管路管理システムの構築・運用
吉川浄水場の新設工事の着手
アセットマネジメント計画の策定および計画に基づく施設・管路の
更新

持続 健全経営（黒字経営）の維持
３浄水場の基本料金の統一
水道職員の計画的採用
研修の３カ年計画によるスキルアップと技術継承

環境 省エネルギー施設、設備の導入
浄水発生土、建設副産物の再利用

国際 海外からの視察受け入れ

主な課題

安心 水源情報の適切な把握
活性炭処理施設の導入（馬渕）

安定 アセットマネジメント計画の着実な実施
施設の耐震化・浸水対策
危機管理マニュアルや事業継続計画（ＢＣＰ）の見直し

持続 給水量の減少を見据えた施設規模の検討
人材育成と技術の継承
広域連携・官民連携の検討

環境 エネルギー消費量の削減
自然エネルギー利用や再利用の検討

国際 視察等受け入れ体制の充実
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目標指標の実績

・多くの指標において、目標どおりまたは目標を超えた実績となっている。

・「安定」に関する項目は目標年度に向けて取り組みを進めているが、必要な検討、調整に伴い、進捗に若干の遅れが生じている。
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２．工業用水道事業

主な課題

安心 受水企業への水源情報の速やかな提供

安定 アセットマネジメント計画の着実な実施
施設の耐震化・浸水対策
危機管理マニュアルや事業継続計画（ＢＣＰ）の見直し

持続 給水量の減少を見据えた施設規模の検討
人材育成と技術の継承
官民連携の検討

環境 エネルギー消費量の削減
自然エネルギー利用や再利用の検討

国際 視察等受け入れ体制の充実

現状（主な取り組み）

安心 水道ＧＬＰの取得による水質検査技術の向上

安定 管路管理システムの構築・運用
アセットマネジメント計画の策定および計画に基づく施設・管路の
更新

持続 健全経営（黒字経営）の維持
新規受水企業・増量企業へのインセンティブ制度の創設
水道職員の計画的採用
研修の３カ年計画によるスキルアップと技術継承

環境 省エネルギー施設、設備の導入
浄水発生土、建設副産物の再利用

国際 海外からの視察受け入れ
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目標指標の実績

・多くの指標において、目標どおりまたは目標を超えた実績となっている。

・「安定」に関する項目は目標年度に向けて取り組みを進めているが、必要な検討、調整に伴い、進捗に若干の遅れが生じている。



第３章 基本理念・基本目標
１．基本理念

信頼の水で、地域の未来に貢献します。
① ② ③ ④
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「企業庁経営戦略」の考え方 現行「企業庁水道ビジョン」の考え方

①信頼の水 安全で良質な水の安定供給、強靭な施設の
整備、持続可能な経営による信頼される水
道用水供給事業・工業用水事業

安全で良質な水、安定供給、経営面でも信頼される
水道用水供給事業・工業用水道事業

②地域 水道用水供給事業・工業用水道事業の給水
エリア、地域社会、将来の広域連携も含む。

水道用水供給事業・工業用水道事業の給水エリア、
地域社会、将来の拡張性も含む。

③未来 人口減少などによる水道事業を取り巻く社会
の変化への対応、ＡＩ・ＩＣＴ等の新たな技術の
導入などを意図、計画期間（令和３年度～12
年度）の先も含めた視点。

将来の発展、持続可能な社会、進行している国際化
の波などを意図、近い将来含む。

④貢献 受水市町・企業、さらには環境や社会に貢献
する姿勢、心構え

受水市町・企業のため貢献するという、企業庁の事
業に取り組む姿勢、心構え



8

２．基本目標

安全
安全で良質な水を

安定して供給します

• 水道用水供給事業においては、水道を

利用されている住民の皆さんに安心し

て使用していただける安全な水道水の

供給に取り組みます。

•工業用水道事業においては、企業の生

産活動を支えるため、安定した工業用

水の供給に取り組みます。

強靭
信頼を支える強靭な

ライフラインを構築します

• 自然災害に対する強靭性（レジリエン

ス）を高め、災害の発生時にも被災を最

小限にとどめるため、老朽化した施設

等（施設・設備・管路）の着実な更新や

耐震化、浸水対策の取り組みに取り組

みます。

•災害や事故に対応するため危機管理

対策の向上に取り組みます。

持続
社会の変化に対応した

持続可能な経営を推進します

• 人口減少や節水機器の普及等による

水需要の減少など時代や環境の変化

を見据え、経営の効率化や計画的な事

業運営による健全な経営に取り組みま

す。

•安全な水道水を供給し続けるため、人

材の育成や技術継承に取り組むととも

に、市町との広域連携に取り組みます。

•環境に配慮した取り組みなどに努め、

経済・社会・環境の調和を目指した持

続可能な滋賀の実現に貢献します。

基本理念に掲げる「信頼の水」を供給するため、以下の３つの視点を
基本目標として掲げ、取り組みを進めます。



第４章 基本目標の達成に向けた取り組み

9

１．安全：安全で良質な水を安定して供給します

取組項目 事業 具体的な取り組み

水道水源への
対応

環境動向の把握と対応
共通

水源の水質変化を的確にとらえる必要があることから、引き続き情報収集を行うとともに、環境部局や河川管
理者など、関係者との情報共有を行います。

工水 水質異常発生時には、受水企業への速やかな情報伝達を行います。

森林保全活動の実施 共通 滋賀県が取り組む「琵琶湖森林づくりパートナー」事業に参画し、水源である森林保全活動に取り組みます。

水質管理の強化 水道ＧＬＰを規範とした信頼性の確保 用水 水道ＧＬＰに基づく水質検査を行うとともに、水質検査技術の向上に取り組みます。

安全で安定した
水の供給

水安全計画による安全な水の供給 用水
水安全計画に基づいた浄水処理を実施します。
また、新たな環境問題等の情報収集を行い、適宜見直しを行います。

施設・管路等の適切な運用と維持
管理

共通
管路管理システム等の運用による効果的・効率的な維持管理により、施設・管路等の延命化を図ります。
管路等の適切な点検により、事故や漏水等の早期発見に取り組みます。
鉛フリー製品など安全に配慮した資材の使用に取り組んでいきます。

用水 集中監視制御システムと各浄水場での多元的な管理により、安定した水道用水の供給を行います。

異臭味への対策強化 用水
安定した水質で水道水を供給するため、異臭味発生時には迅速かつ適切な対応を行うとともに、馬渕浄水場
への活性炭処理施設の導入に取り組みます。

基本目標の達成に向け、より具体的な目標を設定し、取り組みを進めていきます。

新
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取組項目 事業 具体的な取り組み

施設の計画的な
更新

アセットマネジメント計画の
着実な実施

共通
「アセットマネジメント計画」に基づき、老朽度の実態や優先度を確認しながら効果的な更新を進めます。
また、今後の環境の変化に的確にとらえ、「アセットマネジメント計画」の見直し、進捗管理を行い、更なる効率化を図りま
す。

水道施設の耐震化
浄水場等の耐震化

用水
吉川浄水場の新設整備を進めるとともに、その他の浄水場、ポンプ場の耐震化対策工事を実施します。なお、水道施設
の耐震化にあたっては、最新の知見・技術も検討しながら、耐震性能とコストバランスを両立させるとともに、将来の水需
要を考慮しダウンサイジング等も含めた規模の適正化に取り組みます。

工水 協議会等を活用し、受水企業の意見も聞きながら、効果的な耐震化を進めます。

管路の耐震化 共通 管路の更新時には、抜け出し防止構造の耐震管による更新を進めます。

施設の浸水対策 施設の浸水対策

用水 各浄水施設の浸水対策工事を進めます。

工水 浸水の被害が想定される施設について、対策の検討を進めます。

バックアップ体制 非常用発電能力の強化 共通 老朽化した非常用発電設備の更新を進めます。更新にあたっては長時間停電に対応できる設備の構築を検討します。

危機管理体制の
強化

危機管理マニュアルの充実 共通 訓練等を通じて改善点を洗い出し、危機管理マニュアルの見直しを行います。

事業継続計画（ＢＣＰ）の充実 共通 南海トラフ地震発生時などのさまざまな状況を想定し、必要に応じて事業継続計画（ＢＣＰ）の見直しを行います。

原子力発電所事故への備え 共通 「滋賀県企業庁原子力防災初動対応マニュアル」に基づき適切かつ迅速に対応します。

災害・事故時対応訓練の充実 共通
自然災害や事故発生時に迅速かつ的確に対応できるよう定期的に訓練を実施するとともに、応援協定に基づく受水市
町との合同訓練も引き続き実施します。

応急給水資機材、復旧資機材の
確保

共通 災害等発生時に備え、応急給水資機材、復旧資機材の管理を強化し、計画的な備蓄を行います。

２．強靭：信頼を支える強靭なライフラインを構築します

新

拡

拡

拡

拡
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３．持続：社会の変化に対応した持続可能な経営を推進します

取組項目 事業 具体的な取り組み

健全経営の維持

適正な料金設定 共通
中長期的な見通しを総合的に判断しながら、料金改定について、受水市町や受水企業と定期的に検討
を行います。

新規受水企業の開拓 工水
竜王工業団地への進出企業を含む新規受水企業の開拓に努めるとともに、工業用水道の対象範
囲の拡大に向け法改正の要望活動に取り組みます。

経営の効率化の推進

維持管理コストの削減 共通
維持管理コストの削減のため、引き続き発注方法・発注仕様の見直しや適切な工法の検討などに取
り組みます。

施設規模の適正化 共通
耐震化や施設の更新に際しては、将来の水需要の減少やそれに伴う収益の減少を考慮して、ダウン
サイジング等を検討します。

新たな技術の導入・活用 共通
場外でも詳細データを閲覧できることで、災害時に迅速な対応できるクラウド型の管路管理システム
の導入を始めとする水道事業にかかわるＡＩやＩＣＴなどの新たな技術の検討・導入により更なる業務
の効率化に取り組みます。

民間活力の更なる導入 共通
持続可能な経営を行う上で、より効果的な業務運営等に資する民間活力の導入について、他自治
体の動向も情報取集をしながら、検討していきます。

新

拡
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取組項目 事業 具体的な取り組み

人材育成と技術継承

技術の継承と人材確保 共通
再任用職員やベテラン職員を適切に配置し、各種業務マニュアルを更新することで、中堅・若手職員へ
の技術の継承を進めるとともに、若手職員の育成、支援に取り組みます。
また、継続的に行われる施設の更新等の業務量を考慮し、計画的な人材確保に取り組みます。

効果的な人材育成 共通
幅広い知識と技術を持った職員を育成するとともに、業務に必要な資格の保有者を確保するため、自ら
企画運営する研修のほか、外部の講習等への参加や知事部局との人事交流などによる人材の育成を
進めていきます。

広域連携 市町との連携・交流の充実 用水

相互の技術力の向上を図るための企業庁が行う技術研修会への受水市町職員の参加受け入れや災
害発生に備えた合同訓練、共同発注など、引き続き受水市町と連携・交流に取り組みます。
また、知事部局の設置する協議会へ水道事業体として参加し、県全体の広域連携に対して知事部局や
市町と共に検討します。

環境に配慮した
取り組み

エネルギー消費量の削減の取り組み 共通
施設、設備の新規整備や更新時は省エネルギーに優れた設備等を採用することで、エネルギー消費量
の削減に取り組みます。

リサイクルの推進など環境負荷の低減 共通

浄水発生土は引き続き有効利用に努めるとともに、建設副産物の排出の抑制やリサイクルに取り組みま
す。
また、日常の事務活動においても、グリーン購入に基づくリサイクル商品等の積極的な購入に取り組みま
す。

地域、社会への取り組み

積極的な情報提供 共通
公営企業として持続したサービスを提供するためにも、経営の透明性を確保し、事業への理解の促進を図る
必要があることから、引き続き、受水市町や企業との協議会やホームページを通じて、積極的な情報提供を
行います。

地域や社会への貢献 共通
地域の学校教育や社会教育の場として施設見学を受け入れることで、水道事業への理解の促進に取り組み
ます。
また、県外や海外からの視察を受け入れ、環境推進県としての滋賀県の取り組みについて情報を発信します。

拡

拡



第５章 投資・財政計画
１．基本的な考え方

• 災害や老朽化に対応するため中長期的視点により更新事業を行い、施設の強靭化を図ります。
• 効率的な経営および適正な料金設定により財政基盤を強化し、経営を安定的に継続します。

２．水道用水供給事業

（１）投資計画

（２）財政計画

・財政にかかる目標とその考え方

• 年間給水収益程度の内部留保資金を確保します。

• 企業債残高の上限を150億円とします。

・収支見通し

（収益的収支） （資本的収支）
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３．工業用水道事業
（１）投資計画

（２）財政計画

・財政にかかる目標とその考え方
・年間給水収益程度の内部留保資金を確保します。

・企業債の借入を抑制します。

・収支見通し

（収益的収支）

彦根 南部

（資本的収支）

彦根 南部



第６章 計画の推進
取り組みを確実に推進していくため、外部からも意見を聴取しながら、ＰＤＣＡサイクルに

基づいた定期的な検証・評価を実施。

計画中期の５年後をめどに総合的な検証・評価を実施。必要に応じて企業庁経営戦略の

見直しを実施。
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